
告 示

�愛媛県告示第６９６号
愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額の最低限度額

及び最高限度額（平成５年４月愛媛県告示第５７６号）の一部を次のように改正し、告示の日から施行する。

改正後の愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の補償基礎額の最

低限度額及び最高限度額の規定は、平成２６年４月１日以後の期間に係る傷病補償年金、障害補償年金及び遺族補償年金（以下「年金たる補

償」という。）に係る補償基礎額並びに同日以後に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額について適用し、同日前の期間に係

る年金たる補償に係る補償基礎額及び同日前に支給すべき事由が生じた休業補償に係る補償基礎額については、なお従前の例による。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

発 行 愛 媛 県
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�愛媛県告示第６９７号
次の病院は、救急病院等を定める省令（昭和３９年厚生省令第８号）

第１条第１項の規定による救急病院である。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第６９８号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第１項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の

日から４月間縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更した事項 変 更 前 変 更 後 変 更 の

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ南久米店 松山市南久米町５３８
外 大規模小売店舗の名称 南久米ショッピング

センター フジ南久米店 平成２４年
３月１日

平成２６年
５月２０日

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

改 正 後 改 正 前

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の知事が最低限度額と

して定める額及び最高限度額として定める額は、次の表の左欄に掲

げる年齢階層の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる額及び同

表の右欄に掲げる額とする。

愛媛県議会の議員その他非常勤の職員の公務災害補償等に関する

条例第５条の２第１項及び第５条の３第１項の知事が最低限度額と

して定める額及び最高限度額として定める額は、次の表の左欄に掲

げる年齢階層の区分に応じ、それぞれ同表の中欄に掲げる額及び同

表の右欄に掲げる額とする。

年齢階層 最低限度額 最高限度額 年齢階層 最低限度額 最高限度額

２０歳未満 ４，３０８円 １３，０４０円 ２０歳未満 ４，５０３円 １２，９３５円

２０歳以上２５歳未満 ５，０２４円 １３，０４０円 ２０歳以上２５歳未満 ５，００７円 １２，９３５円

２５歳以上３０歳未満 ５，６１１円 １３，４４７円 ２５歳以上３０歳未満 ５，６１８円 １３，６３４円

３０歳以上３５歳未満 ６，１０４円 １６，２８１円 ３０歳以上３５歳未満 ６，１１２円 １６，１３０円

３５歳以上４０歳未満 ６，５２４円 １８，８３４円 ３５歳以上４０歳未満 ６，５２７円 １８，５３５円

４０歳以上４５歳未満 ６，６０１円 ２１，７８４円 ４０歳以上４５歳未満 ６，７４１円 ２１，９１１円

４５歳以上５０歳未満 ６，７０８円 ２４，５３２円 ４５歳以上５０歳未満 ６，８６１円 ２４，４５５円

５０歳以上５５歳未満 ６，３７５円 ２５，３７６円 ５０歳以上５５歳未満 ６，４７９円 ２４，９９５円

５５歳以上６０歳未満 ５，９２２円 ２４，１１４円 ５５歳以上６０歳未満 ５，８１１円 ２３，１７１円

６０歳以上６５歳未満 ４，７２３円 １９，１６７円 ６０歳以上６５歳未満 ４，６８３円 １９，８１６円

６５歳以上７０歳未満 ３，９３０円 １５，００１円 ６５歳以上７０歳未満 ３，９５０円 １４，３７６円

７０歳以上 ３，９３０円 １３，０４０円 ７０歳以上 ３，９５０円 １２，９３５円

名 称 所 在 地 開 設 者 名 認 定 の
有効期限

独立行政法人地
域医療機能推進
機構宇和島病院

宇和島市賀古町２丁目１
番３７号

独立行政法人地
域医療機能推進
機構

平成２９年
３月３１日
まで

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号
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� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第６９９号
大規模小売店舗立地法（平成１０年法律第９１号。以下「法」という。）第６条第２項の規定による届出があったので、同条第３項において

準用する法第５条第３項の規定に基づき、次のとおり告示する。

当該届出及び法第６条第３項において準用する法第５条第２項の添付書類は、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産

業経済部産業振興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から４月間縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 変更の届出の概要

大規模小売店舗の名称 大規模小売店舗の所
在地 変更しようとする事項 変 更 前 変 更 後 変更する

年 月 日
届 出
年 月 日

フジ南久米店 松山市南久米町５３８
外

駐車場の自動車の出入口の数
及び位置 ４箇所 ５箇所 平成２６年

６月２０日
平成２６年
５月２０日

荷さばき施設において荷さば
きを行うことができる時間帯

午前６時から午後８
時まで

午前６時から午後１０
時まで

２ 意見書の提出

この告示に係る大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項について意見を有する者は、告

示の日から４月以内に、愛媛県に次のとおり意見書を提出することができる。

なお、提出された意見書は、その概要を告示するとともに、愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課及び中予地方局産業経済部産業振

興課商工観光室並びに松山市役所において告示の日から１月間縦覧に供する。

� 意見書に記載すべき事項

ア 提出者の氏名又は名称及び住所並びに法人にあっては代表者の氏名

イ 当該大規模小売店舗の名称

ウ 当該大規模小売店舗を設置する者がその周辺の地域の生活環境の保持のため配慮すべき事項についての意見

� 提出先

愛媛県経済労働部産業支援局経営支援課

�愛媛県告示第７００号
表示を要する普通肥料及び表示事項（昭和５９年４月愛媛県告示第４４６号）の一部を次のように改正する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

知事の定める普

通肥料
知事の定める表示事項

知事の定める普

通肥料
知事の定める表示事項

１ グアニル尿

素塩である普

通肥料又はこ

れが原料とし

て使用された

普通肥料であ

つて、グアニ

ル尿素塩に由

来する窒素の

量が窒素全量

の５０パーセン

ト以上のもの

この肥料は、水稲以外に使用する場

合には、効果が遅くなることがありま

すので注意してください。

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号

４３６



１ 省略 ２ 省略

３ 被覆尿素が

原料として使

用された普通

肥料

この肥料１袋○○キログラム中に

は、窒素が○．○○キログラム含まれ

ていますが、そのうち被覆尿素（○○

会社生産（輸入）の生（輸（外））第

○○○号×××）の窒素は、○．○○

キログラムです。

注 １ 当該肥料の窒素の量は、

当該肥料の窒素全量の保

正味 証成分量（％）

重量×

（Kg） １００

とし、小数点以下３けた目を切

り捨てること。

２ 被覆尿素の窒素の量は、

当該肥料の窒素全量の保

正味 証成分量（％）

重量×

（Kg） １００

被覆尿素からの窒素全量の設

計成分量（％）

×

当該肥料の窒素全量の設計成

分量（％）

とし、小数点以下３けた目を切

り捨てること。

３ ×××には、肥料の名称を記

載すること。

４ 被覆尿素が２銘柄以上原料と

して使用された場合には、被覆

尿素の窒素の量は、当該銘柄ご

とに記載すること。

４ 蒸製皮革粉

（なめし加工

をしたものに

限る。）、ひ

まし油かす粉

末、たばこく

ず又は泥炭が

原料として使

用された魚廃

物加工肥料又

は混合有機質

肥料

この肥料には、△△△が入つていま

すから、飼料には適しません。

注 △△△には、蒸製なめし加工皮革

粉、ひまし油かす粉末、たばこくず

（粉末）又は泥炭のうち原料として

使用されたものを記載すること。

２ 省略 ５ 省略

６ 被覆複合肥

料が原料とし

て使用された

普通肥料

この肥料１袋○○キログラム中に

は、窒素が○．○○キログラム、りん

酸が○．○○キログラム、加里が○．

○○キログラム含まれていますが、そ

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号

４３７



のうち被覆複合肥料（○○会社生産

（輸入）の生（輸（外））第○○○号

×××）の 窒 素 は○．○○キ ロ グ ラ

ム、りん酸は○．○○キログラム、加

里は○．○○キログラムです。

注 １ 当該肥料の窒素、りん酸又は

加里の量は、それぞれについ

て、

当該肥料の最も大きい保

正味 証成分量（％）

重量×

（Kg） １００

とし、小数点以下３けた目を切

り捨て、また、保証していない

主成分については記載しないこ

と。

２ 被覆複合肥料の窒素、りん酸

又は加里の量は、それぞれにつ

いて、

当該肥料の最も大きい保

正味 証成分量（％）

重量×

（Kg） １００

被覆複合肥料からの最も大き

い設計成分量（％）

×

当該肥料の最も大きい設計成

分量（％）

とし、小数点以下３けた目を切

り捨て、また、保証していない

主成分については記載しないこ

と。

３ ×××には、肥料の名称を記

載すること。

４ 被覆複合肥料が２銘柄以上原

料として使用された場合には、

被覆複合肥料の窒素、りん酸又

は加里の量は、当該銘柄ごとに

記載すること。

７ 鉱さいけい

酸質肥料が原

料として使用

された普通肥

料（原料が鉱

さいけい酸質

肥料に限られ

たもの及び化

学的操作を加

えたものを除

く。）

１ この肥料中の鉱さいけい酸質肥料

の使用割合は、○○パーセント（成

分換算量：可溶性けい酸○○パーセ

ント、アルカリ分○○パーセント）

です。

２ 原料として使用された鉱さいけい

酸質肥料は、△△△を原料として使

用し、………おります。

注 １ 鉱さいけい酸質肥料の使用割

合は、重量百分率とし、小数点

以下を切り捨てること。

２ 可溶性けい酸及びアルカリ分
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の成分換算量は、それぞれにつ

いて、

当該肥 鉱さいけい酸質肥料か

料の保 らの設計成分量（％）

証成分×

量（％） 当該肥料の設計成分量

（％）

とし、小数点以下を切り捨てる

こと。

３ △△△には、「製銑鉱さい」

等公定規格で想定している鉱さ

いの種類名を記載すること。

４ ………には、

� ２，０００ミクロンの網ふるい

を全通し、５９０ミクロンの網

ふるいを８５パーセント以上通

過する肥料については「微細

に粉砕して」と、この肥料を

造粒したものについては「微

細品を造粒して」と記載する

こと。

� �以外の肥料のうち、造粒

していないものについては

「多少粗く粉砕して」と、造

粒しているものについては

「粗砕品を造粒して」と記載

すること。

３ 省略 ８ 省略

４ 動物由来た

ん白質（飼料

及び飼料添加

物の成分規格

等に関する省

令（昭和５１年

農林省令第３５

号）別表第１

の ２ の � の

ア、イ又はウ

に定めるほ乳

動物由来たん

白質、家きん

由来たん白質

又は魚介類由

来たん白質を

いう。）が原

料として使用

された普通肥

料（６の項に

掲げるものを

除く。）

省略 ９ 動物由来た

ん白質（飼料

及び飼料添加

物の成分規格

等に関する省

令（昭和５１年

農林省令第３５

号）別表第１

の １ の � の

ケ、コ又はサ

に定めるほ乳

動物由来たん

白質、家きん

由来たん白質

又は魚介類由

来たん白質を

いう。）が原

料として使用

された普通肥

料

省略

５ チオ硫酸ア

ンモニウムが この肥料には、チオ硫酸アンモニウ
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�������
�愛媛県告示第７０１号
森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、

次のように保安林の指定を解除する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 解除に係る保安林の所在場所

南宇和郡愛南町僧都８７８の１４

２ 保安林として指定された目的
かん

水源の涵養

３ 解除の理由

道路用地とするため

�������
�愛媛県告示第７０２号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、国土交通大臣から次のとおり公共測量

を実施する旨の通知があった。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（国土調査補助基準点測量）

２ 作業期間 平成２６年６月１日から

平成２７年３月３１日まで

３ 作業地域 八幡浜市

�������
�愛媛県告示第７０３号
測量法（昭和２４年法律第１８８号）第３９条において準用する同法第

１４条第１項の規定に基づき、四国中央市長から次のとおり公共測量

を実施する旨の通知があった。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 作業種類 公共測量（ＭＭＳ測量）

２ 作業期間 平成２６年５月３０日から

平成２７年１月３０日まで

３ 作業地域 四国中央市内

�������
�愛媛県告示第７０４号
次のように瀬戸内海環境保全特別措置法（昭和４８年法律第１１０号。

以下「法」という。）第８条第１項の規定に基づく特定施設の構造

等の変更の許可の申請があった。

なお、法第８条第３項において準用する法第５条第３項に規定す

る書面は、愛媛県今治保健所及び今治市役所において告示の日から

３週間公衆の縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県今治保健所長 冨 田 直 明

１ 申請者の名称、住所及びその代表者の氏名

太陽石油株式会社

東京都千代田区内幸町二丁目２番３号

代表取締役社長 岡 豊

２ 事業場の名称及び所在地

太陽石油株式会社 四国事業所

今治市菊間町種４０７０番地２

３ 特定施設の種類

水質汚濁防止法施行令（昭和４６年政令第１８８号）別表第１第３７

号ロ及び第５１号イ、ロ、ハ

４ 変更しようとする事項の内容

特定施設の使用の方法及び汚水等の量並びに排出水の汚染状態

の変更

５ 特定施設に関する事項

� 分離装置高温分離槽

原料として使

用された液状

窒素肥料又は

液状複合肥料

ムが入つていますから、過剰施用に注

意するとともに、施用後一週間以内は
は

播種しないでください。

６ 牛由来の原

料を原料とし

て生産された

肉骨粉又は当

該肉骨粉を原

料として生産

された普通肥

料

この肥料には、牛由来たん白質が入

つていますから、家畜等の口に入らな

いところで保管・使用し、家畜等に与

えたり、牧草地等に施用したりしない

でください。

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ４，８８１ｔ／日 ４，８８１ｔ／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ４５０

最大 ５４０

通常 ４００

最大 ６００

浮遊物質量
通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
通常 ３０

最大 ３０

通常 ３０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．２

最大 ０．３

通常 ０．２

最大 ０．３
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� 分離装置低温分離槽

� 分離装置スタビライザー塔頂分離槽

� 分離装置水分離槽

� 分離装置エジェクターコンデンセイト受槽

� 脱塩施設第１脱塩槽

� 脱塩施設第２脱塩槽

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １１０ｔ／日 １１０ｔ／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ４５０

最大 ５４０

通常 ４００

最大 ６００

浮遊物質量
通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
通常 ２３

最大 ３０

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．２

最大 ０．３

通常 ０．２

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０９

最大 １２２

通常 １１０

最大 １３０

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ７

通常 １

最大 ７

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １，４４８ｔ／日 １，４４８ｔ／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ５１０

最大 ６１０

通常 ５００

最大 ６００

浮遊物質量
通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
通常 ２３

最大 ３０

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．２

最大 ０．３

通常 ０．２

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １０

最大 １３

通常 １０

最大 ２０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １，６２０ｔ／日 １，６２０ｔ／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

化学的酸素

要求量

通常 ７４０

最大 ８９０

通常 ８００

最大 １，０００

浮遊物質量
通常 ５

最大 １０

通常 ５

最大 １０

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

窒素含有量
通常 ２３

最大 ３０

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．２

最大 ０．３

通常 ０．２

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １

最大 ３

通常 １

最大 ３

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 連 続 連 続

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 １１０

最大 １３０

通常 １００

最大 ２００

浮遊物質量
通常 ４

最大 ８

通常 ５

最大 １０

窒素含有量
通常 ２３

最大 ３０

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．２

最大 ０．３

通常 ０．２

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２９

最大 ３５

通常 ３０

最大 ４０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １１，１３１立方メート
ル／日

１１，１３１立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 １０６

最大 １８６

通常 １２０

最大 ２００

浮遊物質量
通常 ４３

最大 ８４

通常 １２０

最大 ２００

窒素含有量
通常 １３

最大 ２２

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．１

最大 ０．２

通常 ０．１

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ５５３

最大 ５６１

通常 ６６０

最大 ６６０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １１，１３１立方メート
ル／日

１１，１３１立方メート
ル／日

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号

４４１



� 脱塩施設スプリッター脱塩装置

� 脱塩施設第１脱塩槽�

� 脱塩施設第２脱塩槽�

� 原油常圧蒸留施設第１常圧蒸留装置

� 原油常圧蒸留施設原油スプリッター装置

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 １０６

最大 １８６

通常 １２０

最大 ２００

浮遊物質量
通常 ４３

最大 ８４

通常 １２０

最大 ２００

窒素含有量
通常 １３

最大 ２２

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．１

最大 ０．２

通常 ０．１

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １，６７１

最大 １，６９５

通常 １，６７１

最大 １，６９５

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ４，７７０立方メート
ル／日

４，７７０立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 １０６

最大 １８６

通常 １２０

最大 ２００

浮遊物質量
通常 ４３

最大 ８４

通常 １２０

最大 ２００

窒素含有量
通常 １３

最大 ２２

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．１

最大 ０．２

通常 ０．１

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １４４

最大 １４４

通常 １５０

最大 １５０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ５，０８８立方メート
ル／日

５，０８８立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 １０３

最大 １３８

通常 １２０

最大 ２００

浮遊物質量
通常 １０３

最大 １６１

通常 １２０

最大 ２００

窒素含有量
通常 １６

最大 １９

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．２

最大 ０．３

通常 ０．２

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ２５４

最大 ３３１

通常 ３００

最大 ３００

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ５，０８８立方メート
ル／日

５，０８８立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 １０３

最大 １３８

通常 １２０

最大 ２００

浮遊物質量
通常 １０３

最大 １６１

通常 １２０

最大 ２００

窒素含有量
通常 １６

最大 １９

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．２

最大 ０．３

通常 ０．２

最大 ０．３

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８９８

最大 １，１６８

通常 ８９８

最大 １，１６８

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １０，５１１立方メート
ル／日

１０，５１１立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ９２

最大 １７３

通常 １００

最大 ２００

浮遊物質量
通常 １２

最大 ２３

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
通常 １２

最大 ２１

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．１

最大 ０．２

通常 ０．１

最大 ０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１０

最大 １３０

通常 １１０

最大 １３０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ４，７７０立方メート
ル／日

４，７７０立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

化学的酸素

要求量

通常 ９２

最大 １７３

通常 １００

最大 ２００

浮遊物質量
通常 １２

最大 ２３

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
通常 １２

最大 ２１

通常 ２０

最大 ３０
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� 原油常圧蒸留施設第２常圧蒸留装置

� 脱硫施設灯軽油水素化脱硫装置

� 脱硫施設軽油深度脱硫装置

� 脱硫施設原料油供給槽

� 脱硫施設分離塔還流槽

� 脱硫施設水添脱硫製品分離槽

ム）

りん含有量
通常 ０．１

最大 ０．２

通常 ０．１

最大 ０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １１

最大 １１

通常 １１

最大 １１

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ５，０８８立方メート
ル／日

５，０８８立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ９２

最大 １８４

通常 １００

最大 ２００

浮遊物質量
通常 １１

最大 １７

通常 ２０

最大 ３０

窒素含有量
通常 ３０

最大 ６０

通常 ２０

最大 ３０

りん含有量
通常 ０．１

最大 ０．２

通常 ０．１

最大 ０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １７８

最大 １９７

通常 １５０

最大 １５０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ２，７０３立方メート
ル／日

２，７０３立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ７３５

最大 ７３５

通常 ７００

最大 ７００

浮遊物質量
通常 ３７

最大 ７８

通常 １０

最大 １０

窒素含有量
通常 １０

最大 １５

通常 １０

最大 ２０

りん含有量
通常 ０．０２

最大 ０．０３

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ７９

最大 １０７

通常 １００

最大 １１０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ４，７６９立方メート
ル／日

４，７６９立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

化学的酸素

要求量

通常 ５００

最大 ５００

通常 ５００

最大 ５００

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

浮遊物質量
通常 １０

最大 １０

通常 １０

最大 １０

窒素含有量
通常 ２０

最大 ２０

通常 １０

最大 ２０

りん含有量
通常 ０．０３

最大 ０．０３

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １３５

最大 １３５

通常 １４０

最大 １４０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ２，０７０立方メート
ル／日

２，４４０立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 １

最大 １

浮遊物質量
通常 １未満

最大 １未満

通常 １

最大 １

窒素含有量
通常 ０．１

最大 ０．１

通常 １

最大 １

りん含有量
通常 ０．０２

最大 ０．０２

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 １５

通常 １０

最大 ２０

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １，２７０立方メート
ル／日

１，４９０立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 １

最大 １

浮遊物質量
通常 １未満

最大 １未満

通常 １

最大 １

窒素含有量
通常 ０．１

最大 ０．１

通常 １

最大 １

りん含有量
通常 ０．０２

最大 ０．０２

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 ７

通常 １０

最大 １０

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号

４４３



� 脱硫施設スタビライザー還流槽

６ 汚水等の処理施設に関する事項

� 排水ストリッパー（�１ １ＦＷＵ）

� 排水ストリッパー（�３ ３ＦＷＵ）

� ＣＰＩオイルセパレーター（�４ １ＣＰＩ）

� ＣＰＩオイルセパレーター（�６ ３ＣＰＩ）

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 １，４９０立方メート
ル／日

１，８７０立方メート
ル／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 １

最大 １

浮遊物質量
通常 １未満

最大 １未満

通常 １

最大 １

窒素含有量
通常 ０．１

最大 ０．１

通常 １

最大 １

りん含有量
通常 ０．０２

最大 ０．０２

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ９６

最大 ９６

通常 １００

最大 １００

変 更 前 変 更 後

特 定 施 設 の 能 力 ２６０立方メートル
／日

３１０立方メートル
／日

特定施設か

ら排出され

る汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

化学的酸素

要求量

通常 ０．５

最大 ０．５

通常 １

最大 １

浮遊物質量
通常 １未満

最大 １未満

通常 １

最大 １

窒素含有量
通常 ０．１

最大 ０．１

通常 １

最大 １

りん含有量
通常 ０．０２

最大 ０．０２

通常 ０．１

最大 ０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ０

最大 １０

通常 １０

最大 ２０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
７７７
最大
９０４

通常
７０
最大
８１

通常
７９６
最大
９８２

通常
５３
最大
６６

浮遊物質量
通常
１３
最大
２６

通常
１未満
最大
１．３

通常
７．４
最大
８．１

通常
７．４
最大
８．１

窒素含有量
通常
３７３
最大
４５４

通常
１．９
最大
２．３

通常
５６
最大
８１

通常
２．８
最大
４

りん含有量
通常
０．１
最大
０．１

通常
０．１
最大
０．１

通常
０．１
最大
０．１

通常
０．１
最大
０．１

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
３９６
最大
４２５

通常
３９６
最大
４２５

通常
４９０
最大
５６０

通常
４９０
最大
５６０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
２７２
最大
３９３

通常
５．４
最大
７．９

通常
２４７
最大
４８７

通常
３２
最大
６３

浮遊物質量
通常
３．５
最大
８．１

通常
３．５
最大
８．１

通常
３．６
最大
９．３

通常
３．６
最大
９．３

窒素含有量
通常
１７
最大
２６

通常
０．８
最大
１．３

通常
１５
最大
２８

通常
１５
最大
２８

りん含有量
通常
０．２
最大
０．３

通常
０．２
最大
０．３

通常
０．４
最大
０．４

通常
０．４
最大
０．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
２１６
最大
２１６

通常
２１６
最大
２１６

通常
２１６
最大
２１６

通常
２１６
最大
２１６

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
５２
最大
７９

通常
５２
最大
７９

通常
６４
最大
９８

通常
６４
最大
９８

浮遊物質量
通常
５２
最大
９２

通常
５２
最大
９２

通常
６４
最大
９８

通常
６４
最大
９８

窒素含有量
通常
１２
最大
１５

通常
１２
最大
１５

通常
１２
最大
１６

通常
１２
最大
１６

りん含有量
通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
５１２
最大
５８９

通常
５１２
最大
５８９

通常
５７０
最大
６２０

通常
５７０
最大
６２０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
２３
最大
３４

通常
２３
最大
３４

通常
２４
最大
４０

通常
２４
最大
４０
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� ＣＰＩオイルセパレーター（�７ ４ＣＰＩ）

� 曝気槽（�１２ Ｖ－２９１４）

� 凝集沈殿処理装置（�１３ 凝集沈殿処理装置）

� 活性炭吸着処理（�１４ 活性炭処理装置）

� 排水ストリッパー（�１６ ４ＦＷＵ）

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

浮遊物質量
通常
６３
最大
９５

通常
１未満
最大
１．４

通常
４９
最大
７８

通常
４９
最大
７８

窒素含有量
通常
２３
最大
３４

通常
６．６
最大
９．８

通常
１９
最大
３２

通常
１９
最大
３２

りん含有量
通常
０．８
最大
１．２

通常
０．８
最大
１．２

通常
１．７
最大
２．７

通常
１．７
最大
２．７

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
７３１
最大
７６５

通常
７３１
最大
７６５

通常
９４６
最大
１，０２６

通常
９４６
最大
１，０２６

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
７５
最大
１３６

通常
７５
最大
１３６

通常
８８
最大
１５３

通常
８８
最大
１５３

浮遊物質量
通常
２６
最大
４９

通常
２６
最大
４９

通常
７２
最大
１１９

通常
７２
最大
１１９

窒素含有量
通常
１２
最大
２３

通常
１２
最大
２３

通常
９．９
最大
１５

通常
９．９
最大
１５

りん含有量
通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１，２９６
最大
１，３４３

通常
１，２９６
最大
１，３４３

通常
１，４２０
最大
１，４４０

通常
１，４２０
最大
１，４４０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
９７
最大
１８１

通常
８７
最大
１６３

通常
１０７
最大
２００

通常
１０７
最大
２００

浮遊物質量
通常
２２
最大
３９

通常
２２
最大
３９

通常
５６
最大
８８

通常
５６
最大
８８

窒素含有量
通常
２０
最大
３７

通常
２０
最大
３７

通常
２０
最大
３０

通常
２
最大
３

りん含有量
通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

通常
０．１
最大
０．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
４４３
最大
４８２

通常
４４３
最大
４８２

通常
４２１
最大
４４１

通常
４２１
最大
４４１

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
７４
最大
１２９

通常
１５
最大
２６

通常
８１
最大
１３６

通常
８１
最大
１３６

浮遊物質量
通常
２８
最大
５２

通常
１未満
最大
１

通常
６８
最大
１０９

通常
１４
最大
２２

窒素含有量
通常
１７
最大
２８

通常
１３
最大
２３

通常
１１
最大
１６

通常
１１
最大
１６

りん含有量
通常
０．６
最大
０．９

通常
０．５
最大
０．７

通常
０．２
最大
０．４

通常
０．２
最大
０．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
８６１
最大
９６７

通常
８６１
最大
９６７

通常
１，３７０
最大
１，３９０

通常
１，３７０
最大
１，３９０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
１５
最大
２６

通常
３
最大
５．２

通常
８１
最大
１３６

通常
１６
最大
２７

浮遊物質量
通常
１未満
最大
１

通常
１未満
最大
１

通常
１４
最大
２２

通常
１４
最大
２２

窒素含有量
通常
１３
最大
２３

通常
１２
最大
２０

通常
１１
最大
１６

通常
１１
最大
１６

りん含有量
通常
０．５
最大
０．７

通常
０．４
最大
０．６

通常
０．２
最大
０．４

通常
０．２
最大
０．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
８６１
最大
９６７

通常
８６１
最大
９６７

通常
１，３７０
最大
１，３９０

通常
１，３７０
最大
１，３９０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
５１６
最大
６７７

通常
３８２
最大
５０１

通常
３９３
最大
５３６

通常
３１５
最大
４２９

浮遊物質量
通常
１８
最大
２４

通常
１８
最大
２４

通常
１２
最大
１７

通常
１２
最大
１７

窒素含有量
通常
８７０
最大
１，１４２

通常
５２
最大
６９

通常
５９１
最大
８２２

通常
３６
最大
４９
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� 超高速凝縮沈殿装置（�１８ ＭＥ－９８７３）

� 生物処理水槽（�１９ Ｔ－９８７５Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ）

� 生物処理水槽（�２０ Ｔ－９８７６Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ）

� 膜ユニット（�２１ ＭＥ－９８７８ Ａ／Ｂ／Ｃ／Ｄ／Ｅ）

� 活性炭吸着処理（�２２ Ｖ－９８７９Ａ／Ｂ）

� 活性炭吸着処理（�２３ Ｖ－９８８０Ａ／Ｂ）

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
１００
最大
１００

通常
１００
最大
１００

通常
１００
最大
１００

通常
１００
最大
１００

浮遊物質量
通常
１２０
最大
１２０

通常
２５
最大
２５

通常
１２０
最大
１２０

通常
２５
最大
２５

窒素含有量
通常
６
最大
６

通常
６
最大
６

通常
６
最大
６

通常
６
最大
６

りん含有量
通常
０．１未満
最大
０．１未満

通常
０．１未満
最大
０．１未満

通常
０．１未満
最大
０．１未満

通常
０．１未満
最大
０．１未満

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
６００
最大
６００

通常
５７６
最大
５７６

通常
６００
最大
６００

通常
５７６
最大
５７６

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
６３
最大
９６

通常
１２
最大
１９

通常
６９
最大
９６

通常
１４
最大
１９

浮遊物質量
通常
１０，０００
最大
１０，０００

通
常１０，０００
最大
１０，０００

通常
１０，０００
最大
１０，０００

通常
１０，０００
最大
１０，０００

窒素含有量
通常
１５
最大
１９

通常
３．２
最大
４．２

通常
１４
最大
１７

通常
３
最大
３．７

りん含有量
通常
０．８
最大
０．９

通常
１．６
最大
１．８

通常
０．９
最大
１

通常
１．３
最大
１．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
９０４
最大
１，０６８

通常
９０４
最大
１，０６８

通常
９３５
最大
１，０８５

通常
９３５
最大
１，０８５

りん含有量
通常
０．９
最大
１．１

通常
０．９
最大
１．１

通常
０．９
最大
１．２

通常
０．９
最大
１．２

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
６９８
最大
９８２

通常
６９８
最大
９８２

通常
１，０３０
最大
１，２００

通常
１，０３０
最大
１，２００

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
６３
最大
９６

通常
１２
最大
１９

通常
６９
最大
９６

通常
１４
最大
１９

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

浮遊物質量
通常
１０，０００
最大
１０，０００

通常
１０，０００
最大
１０，０００

通常
１０，０００
最大
１０，０００

通常
１０，０００
最大
１０，０００

窒素含有量
通常
１５
最大
１９

通常
３．２
最大
４．２

通常
１４
最大
１７

通常
３
最大
３．７

りん含有量
通常
０．８
最大
０．９

通常
１．６
最大
１．８

通常
０．９
最大
１

通常
１．３
最大
１．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
９０４
最大
１，０６８

通常
９０４
最大
１，０６８

通常
９３５
最大
１，０８５

通常
９３５
最大
１，０８５

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
１２
最大
１９

通常
１２
最大
１９

通常
１４
最大
１９

通常
１４
最大
１９

浮遊物質量
通常
１０，０００
最大
１０，０００

通常
１未満
最大
１未満

通常
１０，０００
最大
１０，０００

通常
１未満
最大
１未満

窒素含有量
通常
３．２
最大
４．２

通常
３．２
最大
４．２

通常
３
最大
３．７

通常
３
最大
３．７

りん含有量
通常
１．６
最大
１．８

通常
１．６
最大
１．８

通常
１．３
最大
１．４

通常
１．３
最大
１．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１，８０８
最大
２，１３５

通常
１，８０８
最大
２，１３５

通常
１，８７０
最大
２，１７０

通常
１，８７０
最大
２，１７０

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
１２
最大
１９

通常
７
最大
７

通常
１４
最大
１９

通常
７
最大
７

浮遊物質量
通常
１未満
最大
１未満

通常
１未満
最大
１未満

通常
１未満
最大
１未満

通常
１未満
最大
１未満

窒素含有量
通常
３．２
最大
４．２

通常
３．２
最大
４．２

通常
３
最大
３．７

通常
３
最大
３．７

りん含有量
通常
１．６
最大
１．８

通常
１．６
最大
１．８

通常
１．３
最大
１．４

通常
１．３
最大
１．４

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
１，８０８
最大
２，１３５

通常
１，８０８
最大
２，１３５

通常
１，８７０
最大
２，１７０

通常
１，８７０
最大
２，１７０
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７ 事業場から排出される汚水等の汚染状態の通常の値及び最大の

値並びに汚水等の１日当たりの量

� �１工場排水

� �２工場排水

� �３工場排水

� �４工場排水

� �５工場排水

変 更 前 変 更 後

処理施設に

よる処理前

及び処理後

の汚水等の

汚染状態の

値（単位は

全て１リッ

トルにつき

ミ リ グ ラ

ム）

項 目 処理前 処理後 処理前 処理後

化学的酸素

要求量

通常
２０
最大
２６

通常
１７
最大
１７

通常
２５
最大
３３

通常
１７
最大
１７

浮遊物質量
通常
２０
最大
２６

通常
２０
最大
２６

通常
２０
最大
２６

通常
２０
最大
２６

窒素含有量
通常
３０
最大
３９

通常
３０
最大
３９

通常
３０
最大
３９

通常
３０
最大
３９

りん含有量
通常
０．７
最大
０．９

通常
０．７
最大
０．９

通常
２
最大
２．６

通常
２
最大
２．６

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常
６０７
最大
７８５

通常
６０７
最大
７８５

通常
７００
最大
８００

通常
７００
最大
８００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～８．６

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～８．６

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．５

最大 ２

通常 ２

最大 ５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １１

通常 ８

最大 １１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６

最大 １．４

通常 １

最大 ３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２

最大 ０．２

通常 ０．２

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ３６，３８１

最大 ４０，９７７

通常 ３３，０００

最大 ４３，０００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 ４．４

最大 ５．２

通常 ６

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １１

通常 ８

最大 １１

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．６

最大 ２．５

通常 ３

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １１

通常 ８

最大 １１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．７

最大 １．４

通常 １

最大 １３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２

最大 ０．２

通常 ０．２

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ６４，９３９

最大 ８２，８９６

通常 ８０，０００

最大 ９６，０００

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．５

最大 ２

通常 ２

最大 ５

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １１

通常 ８

最大 １１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．６

最大 １．４

通常 １

最大 ３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２

最大 ０．２

通常 ０．２

最大 ０．５

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ４９，０１７

最大 ５９，６８９

通常 ５５，０００

最大 ６８，０００

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ２．１

最大 ３．５

通常 ３

最大 １３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２

最大 ０．２

通常 ０．２

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 １９，６２２

最大 ２４，８０９

通常 ２０，０００

最大 ３０，０００
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�愛媛県告示第７０５号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０６号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、中予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０７号
建設業法（昭和２４年法律第１００号）第２９条第１項第４号の規定に基づき、次のとおり建設業者の許可を取り消した。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０８号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

汚水等の汚

染状態の値

項 目 変 更 前 変 更 後

水素イオン

濃度（水素

指数）

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

通常 ７．５～８．５

最大 ７．０～９．０

化学的酸素
要求量（単
位 １リッ
トルにつき
ミリグラム）

通常 １．９

最大 ４

通常 ３

最大 １０

浮遊物質量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ８

最大 １１

通常 ８

最大 １１

窒素含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．８

最大 ２

通常 １

最大 １３

りん含有量
（単位 １
リットルに
つきミリグ
ラム）

通常 ０．２

最大 ０．２

通常 ０．２

最大 １

汚水等の１日当たりの量

（単位 立方メートル）

通常 ８５，６９５

最大 １１１，９８０

通常 ７７，０００

最大 ９３，０００

備考 その他に雨水排水口が２箇所ある。

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 久米垣生線
松山市保免上二丁目２９９番３から

同市保免中二丁目３０１番２まで
平成２６年５月３０日

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 砥部伊予松山線
伊予郡松前町大字鶴吉５２３番６から

同大字５２７番８まで
平成２６年５月３０日

許 可 番 号 許 可
年月日 商 号 又 は 名 称 代表者氏名 主たる営業所の所在地 取 消

年月日
取 り 消 し た
建 設 業 の 種 類

取消しの原因
となった事実

（般－２４）第８３０８号 平成２４年
７月２日 金澤畳製作所 金澤 敏明 宇和島市津島町岩松１２８９

－１
平成２６年
４月９日 内装仕上工事業 建設業の廃止

（般－２３）第６６１５号 平成２４年
２月１３日 �児島建設 児島 洋裕 南宇和郡愛南町須ノ川１０

５９
平成２６年
４月１４日

土木工事業
とび・土工工事業
管工事業
水道施設工事業

建設業の廃止

（般－２３）第１３４２９号 平成２３年
６月２４日 �豊栄工業 木村 栄樹 八幡浜市保内町喜木１－

４７０
平成２６年
４月２３日 とび・土工工事業 建設業の廃止

（一部）

（般－２２）第７４６７号 平成２２年
１２月２３日 �大塚建設 大塚 俊雄 宇和島市山際４－１－３０ 平成２６年

４月３０日 土木工事業 建設業の廃止

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号
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その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７０９号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

�愛媛県告示第７１０号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第２項の規定に基づき、道路の供用を次のように開始する。

その関係図面は、南予地方局建設部において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

一 般 国 道 ３２０号
北宇和郡鬼北町大字奈良１番３から

同町大字北川３２５番２まで

旧 ７．２～３５．０
１６．０～４９．０

０．３７４
０．３０４

新 １６．０～４９．０ ０．３０４

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 下鍵山松野線
北宇和郡鬼北町大字川上１６８９番３から

同大字１６９８番４まで

旧 ２．９～７．４ ０．０６６

新 ５．７～１５．７ ０．０６６

〃 〃 北宇和郡鬼北町大字広見８４７番２

旧 ４．０～５．４ ０．０１７

新 ７．０～８．０ ０．０１７

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見１５８番地先から

同大字１７６番２まで

旧 ４．６～６．０ ０．０６１

新 ６．８～８．２ ０．０６１

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見１９４番２地先から

同大字２１０番地先まで

旧 ４．０～７．４ ０．０６３

新 ９．０～１５．０ ０．０６３

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見２１２番２から

同大字２１７番まで

旧 ３．８～７．４ ０．０７５

新 ６．０～１２．２ ０．０７５

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見４６３番から

同町大字小倉５５１番地先まで

旧 ３．４～８．２ ０．２３３

新 ６．２～１７．０ ０．２３２

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字興野 ６々１９番２から

同大字６２３番４まで

旧 ９．４～１１．０ ０．１１６

新 １６．４～１９．６ ０．１１６

道路の種類 路 線 名 供 用 開 始 の 区 間 供用開始の日

県 道 下鍵山松野線
北宇和郡鬼北町大字川上１６８９番３から

同大字１６９８番４まで
平成２６年５月３０日

〃 〃 北宇和郡鬼北町大字広見８４７番２ 〃

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号
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公 告

�公 告

次のとおり一般競争入札に付する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

１ 入札に付する事項

� 件名

消防防災ヘリコプターの購入

� 購入物品名及び数量

消防防災ヘリコプター（装備品等含む。） 一式

� 購入物品の内容等

入札説明書による

� 納入期限

平成２８年３月３１日

� 納入場所

入札説明書による

� 入札方法

落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額

の８％に相当する額を加算した金額（当該金額に１円未満の端

数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする。）を

もって落札価格とするので、入札者は、消費税及び地方消費税

に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積

もった契約金額の１０８分の１００に相当する金額を入札書に記載す

ること。

２ 入札に参加する者に必要な資格

知事の審査を受け、平成２６年度から平成２８年度までの製造の請

負等に係る一般競争入札に参加する資格を有すると認められた業

者で、次の事項に該当するもの。

なお、上記資格を有しない者が、本件入札に参加を希望すると

きは、資格審査を求める申請書類を３�に掲げる場所に提出し、
開札日までに、上記資格を得ること。

� 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規

定に該当しない者であること。

� 開札をする日において、知事が行う指名停止の期間中でない

者であること。

� 本件購入物品と同種で同程度の規模であると認められる契約

を、国又は地方公共団体と締結し、公告の日を基準日とし、過

去５年の間にその履行を完了した実績を有する者であること。

３ 入札書の提出場所等

� 入札書の提出先、契約条項を示す場所、入札説明書等の交付

場所及び問い合わせ先

愛媛県県民環境部防災局消防防災安全課消防係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９４１―２１１１（代表）０８９―９１２―２３１６（直通）

� 入札書の受領期限

�愛媛県告示第７１１号
道路法（昭和２７年法律第１８０号）第１８条第１項の規定に基づき、道路の区域を次のように変更する。

その関係図面は、南予地方局愛南土木事務所において告示の日から２週間一般の縦覧に供する。

平成２６年５月３０日

愛媛県知事 中 村 時 広

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見１５８番地先から

同大字１７６番２まで
〃

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見１９４番２地先から

同大字２１０番地先まで
〃

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見２１２番２から

同町同大字２１７番まで
〃

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見２２０番２から

同大字２４０番２まで
〃

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字広見４６３番から

同町大字小倉５５１番地先まで
〃

〃 〃
北宇和郡鬼北町大字興野 ６々１９番２から

同大字６２３番４まで
〃

道路の種類 路 線 名 区 間 旧・新
別

敷 地 の
幅 員

メートル

延 長

キロメートル

備 考

県 道 一本松城辺線
南宇和郡愛南町小山１５０１番２から

同町小山１４３９番地先まで

旧 ４．５～２４．８ ０．６２０

新 ４．５～２４．８
４．５～３０．３

０．６２０
０．３９１

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号
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人事委員会規則

開札の日時に開札の場所へ持参して提出し、又は平成２６年７

月１０日（木）正午までに�に掲げる場所に郵送等（書留もしく
は簡易書留又は信書便でこれらに準ずるものに限る。以下同じ）

により提出すること。

� 入札説明書の交付方法

入札説明書は、公告日から同年６月２０日（金）までの間に、

インターネットの愛媛県公式ホームページ（入札情報内の本件

記事）から入手すること。

ただし、これにより難い者には、次により直接交付する。

ア 交付期間及び交付時間

公告日から同年６月２０日（金）までの日（土、日曜を除く。）

の午前９時から午後５時までとする。

イ 交付場所

�に同じ。
� 開札の日時及び場所

平成２６年７月１０日（木）午後２時

愛媛県庁第二別館５階 入札室

� 資格審査に関する照会先並びに申請書提出先

愛媛県出納局会計課用品調達係

〒７９０―８５７０ 愛媛県松山市一番町四丁目４番地２

電話番号 ０８９―９４１―２１１１（代表）０８９―９１２―２７７０（直通）

４ その他

� 入札及び契約手続において使用する言語及び通貨

日本語及び日本国通貨

� 入札保証金

愛媛県会計規則（昭和４５年愛媛県規則第１８号）第１３５条から

第１３７条までの規定による。

� 入札者に要求される事項

本件入札に参加を希望する者は、事前に、入札参加資格確認

申請書を、次の事項のとおり提出すること。

なお、当該申請書の内容に関し、説明を求められた場合は、

これに応じなければならない。

ア 受領期限

平成２６年６月２０日（金）午後５時までに、３�に掲げる場

所に持参又は郵送等により提出すること。

イ 郵送等による取扱い

郵送等により提出する場合は、平成２６年６月２０日（金）午

後５時までに、３�に掲げる場所に必着のこと。
� 入札の無効

２に掲げる資格を有しない者のした入札、入札者に求められ

る義務を履行しなかった者のした入札及び会計規則、入札説明

書に違反した入札は、無効とする。

� 契約書作成の要否

要

� 落札者の決定方法

本件購入物品を納入できると知事が判断した入札者であって、

愛媛県会計規則第１３３条の規定に基づいて作成された予定価格

の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行ったものを

落札者とする。

� 契約の成立

この契約は、地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第９６条第１

項第５号の規定により、愛媛県議会の議決を得たときに、本契

約として成立する。

� その他

詳細は、入札説明書による。

５ Summary

� Nature and quantity of the product to be purchased： Fire

rescue Helicopter，１ set

� Time limit of tender：２：００ p．m．，１０ July２０１４

（Time limit of tender by registered mail：０：００ p．m．，１０ July

２０１４）

� For further information，please contact： Firefighting

Section，Traffic Safety，Fire and Disaster Prevention

Division，Disaster Prevention Subdepartment，Public Affairs

and Env i ronment Depar tment， Ehime Pre fec tura l

Government，４―４―２ Ichibancho，Matsuyama，Ehime

７９０―８５７０ Japan

Tel０８９―９１２―２３１６

�愛媛県人事委員会規則１３－１７１
愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年５月３０日

愛媛県人事委員会委員長 宇都宮 嘉 忠

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則の一部を改正する規則

愛媛県に公平委員会の事務を委託している地方公共団体の管理職員等の範囲を定める規則（愛媛県人事委員会規則１３－１７）の一部を次の

ように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条、第３条関係） 別表（第２条、第３条関係）

委託地

方公共

団体

機 関 職

委託地

方公共

団体

機 関 職

省略 省略

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号
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公安委員会規則

附 則

この規則は、公布の日から施行する。

�愛媛県公安委員会規則第６号
愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則を次のように定める。

平成２６年５月３０日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県道路交通規則等の一部を改正する規則

（愛媛県道路交通規則の一部改正）

第１条 愛媛県道路交通規則（昭和４７年愛媛県公安委員会規則第２号）の一部を次のように改正する。

久万高

原町

省略 久万高

原町

省略

町長

部局

省略 町長

部局

省略

出先

機関

省略 出先

機関

省略

病院 院長 副院長 事務局

長 看護部長

病院 統括院長 院長 副院長 事務局

長 総看護師長

省略 省略

省略 省略

松前町 省略 松前町 省略

町長

部局

本庁 部長 理事 課（室）長 会計管

理者 総務課長補佐 財政課長補

佐（予 算 を 担 当 す る も の に 限

る。） 総務課職員係長 財政課

財政係長

町長

部局

本庁 部長 理事 課長 会計管

理者 総務課長補佐 財政課長補

佐（予 算 を 担 当 す る も の に 限

る。） 総務課職員係長 財政課

財政係長

省略 省略

省略 省略

省略 省略

伊方町 省略 伊方町 省略

町長

部局

本庁 課長 課付課長 会計管理者 総

務課総務管理室長 財政課財政管

理室長 総務課主任（人事を担当

するものに限る。） 財政課主任

（予算を担当するものに限る。）

町長

部局

本庁 課長 課付課長 会計管理者 総

務課総務管理室長

総務課主任（人事を担当

するものに限る。） 財政課主任

（予算を担当するものに限る。）

省略 省略

省略 省略

省略 省略

愛南町 省略 愛南町 省略

町長

部局

本庁 課（室）長 会計管理者 農業支

援センター長 総務課長補佐（人

事を担当するものに限る。） 企

画財政課長補佐（予算を担当する

ものに限る。） 総務課職員係長

企画財政課財政係長

町長

部局

本庁 課（室）長 会計管理者 農業支

援センター長 総務課長補佐（人

事を担当するものに限る。） 企

画財政課長補佐

総務課職員係長

企画財政課財政係長

省略 省略

省略 省略

省略 省略

備考 省略 備考 省略

愛 媛 県 報平成２６年５月３０日 第２５７５号
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次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

（公安委員会にする申請等）

第１条 道 路 交 通 法（昭 和３５年 法 律 第１０５号。以 下「法」と い

う。）、道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」

という。）、道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以

下「施行規則」という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安

委員会（以下「公安委員会」という。）に申請、届出その他の手

続をしようとする者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるもの

を除き、その者の住所地を管轄する警察署（法第９４条第２項に規

定する免許証の再交付の申請については、その者の住所地を管轄

する警察署（松山東警察署、松山西警察署、松山南警察署及び伊

予警察署（以下「松山東警察署等」という。）を除く。）、新居

浜警察署、今治警察署、八幡浜警察署又は宇和島警察署）を経由

することができる。ただし、法第８９条第１項に規定する免許の申

請（法第９７条の２第１項又は第３項の規定により法第９７条第１項

第２号及び第３号に規定する運転免許試験が免除されるものに限

る。）及び質問票の提出、法第９４条第２項に規定する免許証の再

交付の申請、法第１０１条第１項に規定する免許証の更新申請書及

び質問票の提出、法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前に

おける免許証の更新の申請及び質問票の提出、法第１０４条の４第

１項に規定する免許の取消しの申請、同条第５項に規定する運転

経歴証明書の交付申請、法第１０７条第１項に規定する免許証の返

納、施行規則第１８条の５に規定する限定解除審査の申請、施行規

則第２９条の２の３及び第３７条の２に規定する報告書の提出、施行

規則第３０条の１２第１項に規定する運転経歴証明書の記載事項の変

更の届出、施行規則第３０条の１３第１項に規定する運転経歴証明書

の再交付の申請並びに施行規則第３０条の１４に規定する運転経歴証

明書の返納にあっては、喜多郡内子町に住所地を有する者は大洲

警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所地を有す

る者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡鬼北町に

住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由することができ

る。

� 法第８９条第１項に規定する運転免許の申請及び質問票の提出

（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請及び質問票

の提出（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限

る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

の更新の申請及び質問票の提出（松山東警察署等の管轄区域に

住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２の２第１項に規定する公安委員会を経由して

行う免許証の更新の申請及び質問票の提出

�～� 省略

� 令第１３条第１項に規定する同項第１号の３から第１２号までの

緊急自動車の指定申請

	～
 省略

２～４ 省略

（緊急自動車等の指定等）

第７条 令第１３条第１項第１号の３から第１２号までに掲げる緊急自

動車又は令第１４条の２第２号に掲げる道路維持作業用自動車の指

（公安委員会にする申請等）

第１条 道 路 交 通 法（昭 和３５年 法 律 第１０５号。以 下「法」と い

う。）、道路交通法施行令（昭和３５年政令第２７０号。以下「令」

という。）、道路交通法施行規則（昭和３５年総理府令第６０号。以

下「施行規則」という。）及びこの規則の規定により愛媛県公安

委員会（以下「公安委員会」という。）に申請、届出その他の手

続をしようとする者は、次に掲げるもの及び別に定めがあるもの

を除き、その者の住所地を管轄する警察署（法第９４条第２項に規

定する免許証の再交付の申請については、その者の住所地を管轄

する警察署（松山東警察署、松山西警察署、松山南警察署及び伊

予警察署（以下「松山東警察署等」という。）を除く。）、新居

浜警察署、今治警察署、八幡浜警察署又は宇和島警察署）を経由

することができる。ただし、法第８９条第１項に規定する免許の申

請（法第９７条の２第１項又は第３項の規定により法第９７条第１項

第２号及び第３号に規定する運転免許試験が免除されるものに限

る。） 、法第９４条第２項に規定する免許証の再

交付の申請、法第１０１条第１項に規定する免許証の更新申請書

の提出、法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前に

おける免許証の更新の申請 、法第１０４条の４第

１項に規定する免許の取消しの申請、同条第５項に規定する運転

経歴証明書の交付申請、法第１０７条第１項に規定する免許証の返

納、施行規則第１８条の５に規定する限定解除審査の申請

、施行

規則第３０条の１２第１項に規定する運転経歴証明書の記載事項の変

更の届出、施行規則第３０条の１３第１項に規定する運転経歴証明書

の再交付の申請及び 施行規則第３０条の１４に規定する運転経歴証

明書の返納にあっては、喜多郡内子町に住所地を有する者は大洲

警察署内子交番を、西予市野村町又は同市城川町に住所地を有す

る者は西予警察署野村交番を、北宇和郡松野町又は同郡鬼北町に

住所地を有する者は宇和島警察署鬼北交番を経由することができ

る。

� 法第８９条第１項に規定する運転免許の申請

（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限る。）

� 省略

� 法第１０１条第１項に規定する免許証の更新の申請

（松山東警察署等の管轄区域に住所地を有する者に限

る。）

� 法第１０１条の２第１項に規定する更新期間前における免許証

の更新の申請 （松山東警察署等の管轄区域に

住所地を有する者に限る。）

� 法第１０１条の２の２第１項に規定する公安委員会を経由して

行う免許証の更新の申請

�～� 省略

� 令第１３条第１項に規定する同項第１号の３から第１１号までの

緊急自動車の指定申請

	～
 省略

２～４ 省略

（緊急自動車等の指定等）

第７条 令第１３条第１項第１号の３から第１１号までに掲げる緊急自

動車又は令第１４条の２第２号に掲げる道路維持作業用自動車の指
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（取消処分者講習の実施に関する規則の一部改正）

第２条 取消処分者講習の実施に関する規則（平成１５年愛媛県公安委員会規則第９号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

定を受けようとする者は、別記様式第６号の申請書を公安委員会

に提出しなければならない。

２～５ 省略

６ 指定を受けた者は、当該自動車を令第１３条第１項第１号の３か

ら第１２号まで若しくは令第１４条の２第２号に規定する用務に使用

しなくなつたとき、又は指定証の再交付を受けた後において、亡

失した指定証を発見し、若しくは回復したときは、当該指定証を

速やかに返納しなければならない。

定を受けようとする者は、別記様式第６号の申請書を公安委員会

に提出しなければならない。

２～５ 省略

６ 指定を受けた者は、当該自動車を令第１３条第１項第１号の３か

ら第１１号まで若しくは令第１４条の２第２号に規定する用務に使用

しなくなつたとき、又は指定証の再交付を受けた後において、亡

失した指定証を発見し、若しくは回復したときは、当該指定証を

速やかに返納しなければならない。

改 正 後 改 正 前

（取消処分者講習の対象者）

第２条 取消処分者講習は、法第１０８条の２第１項第２号の取消処

分者等又は準取消処分者等（以下「取消処分者等又は準取消処分

者等」という。） を対象とする。ただし、その対象者の

うち、次の各号のいずれかに該当する者については、飲酒運転に

起因する取消処分者等又は準取消処分者等を対象とする講習（以

下「飲酒取消講習」という。）の対象とする。

� 法第９６条の３第１項の免許の拒否、免許の取消し又は運転の

禁止の処分に係る累積点数の中に、酒気帯び運転、酒酔い運転

又は自動車の運転により人を死傷させる行為等の処罰に関する

法律（平成２５年法律第８６号）第２条から第４条までの罪でアル

コールの影響によるもの（以下「飲酒運転」という。）の法令

違反が含まれている者

� 省略

（取消処分者講習終了証明書の交付）

第７条 公安委員会及び指定講習機関は、取消処分者講習を終了し

た者に対し、取消処分者講習終了証明書（様式第４号）を交付し

なければならない。

（取消処分者講習終了証明書の再交付）

第８条 取消処分者講習終了証明書の交付を受けた者は、当該取消

処分者講習終了証明書を亡失し、滅失し、汚損し、又は破損した

ときは、公安委員会又は取消処分者講習終了証明書の交付を受け

た指定講習機関に、取消処分者講習終了証明書再交付申出書（様

式第５号）を提出して取消処分者講習終了証明書の再交付の申出

を行うことができる。

２ 省略

様式第１号（第３条、第４条関係）

取 消 処 分 者 講 習 予 約 申 込 書

※所属

（取消処分者講習の対象者）

第２条 取消処分者講習は、法第１０８条の２第１項第２号の免許の

拒否、免許の取消し又は運転の禁止の処分（以下「免許の取消処

分」という。）を受けた者を対象とする。ただし、その対象者の

うち、次の各号のいずれかに該当する者については、飲酒運転を

理由として免許の取消処分を受けた者 を対象とする講習（以

下「飲酒取消講習」という。）の対象とする。

� 免許の取消処分

に係る累積点数の中に、酒気帯び運転、酒酔い運転

又は危険運転致死傷罪

でアル

コールの影響によるもの（以下「飲酒運転」という。）の法令

違反が含まれている者

� 省略

（取消処分者講習終了証書 の交付）

第７条 公安委員会及び指定講習機関は、取消処分者講習を終了し

た者に対し、取消処分者講習終了証書 （様式第４号）を交付し

なければならない。

（取消処分者講習終了証書 の再交付）

第８条 取消処分者講習終了証書 の交付を受けた者は、当該取消

処分者講習終了証書 を亡失し、滅失し、汚損し、又は破損した

ときは、公安委員会又は取消処分者講習終了証書 の交付を受け

た指定講習機関に、取消処分者講習終了証書再交付申出書 （様

式第５号）を提出して取消処分者講習終了証書 の再交付の申出

を行うことができる。

２ 省略

様式第１号（第３条、第４条関係）

取 消 処 分 者 講 習 予 約 申 込 書

※所属

申込年月日 年 月 日
取消処分書

の 有 無 等

□ 有 □ 無

□ 失効
※確認者 申込年月日 年 月 日 取消処分書 □ 有 □ 無 ※確認者

申

込

者

省略

申

込

者

省略

処分期間 年 月 日～ 年 月 日 処分期間

失効年月日 年 月 日

省略 省略

処分後又

は失効後

の違反

省略 処分後

の違反

省略
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省略 省略

注 省略

様式第３号（第６条関係）

様式第３号（その１） 公安委員会提出用

注 省略

様式第３号（第６条関係）

様式第３号（その１） 公安委員会提出用

省略 省略

省略 省略

取消前又は失効前

に取得していた免

許の種類

取消前

に取得していた免

許の種類

省略 省略

省略 省略

注 省略

様式第３号（その２） 指定講習機関提出用

注 省略

様式第３号（その２） 指定講習機関提出用

省略 省略

省略 省略

取消前又は失効前

に取得していた免

許の種類

取消前

に取得していた免

許の種類

省略 省略

注 省略

様式第４号（第７条、第８条関係）

注 省略

様式第４号（第７条、第８条関係）

第 号 第 号

写 真 写 真

押出し 押出し
スタンプ スタンプ

取 消 処 分 者 講 習 終 了 証 明 書

住 所

氏 名

生年月日

上記の者は、 年 月 日道路交通法第１０８条の２第１項

第２号に掲げる 取消処分者講習を終了した者であること

を証明する。

年 月 日

実施機関 �

取 消 処 分 者 講 習 終 了 証 書

本 籍

住 所

氏 名

生年月日

あなたは、 道路交通法第１０８条の２第１項

第２号の規定に基づく取消処分者講習を終了した こと

を証します。

年 月 日

実施機関 �

注 省略

様式第５号（第８条関係）

注 省略

様式第５号（第８条関係）

取消処分者講習終了証明書再交付申出書

年 月 日

殿

取消処分者講習終了証書再交付申出書

年 月 日

殿

省略 省略

注 省略 注 省略
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公安委員会訓令

（愛媛県公安委員会公印規程の一部改正）

第３条 愛媛県公安委員会公印規程（昭和３６年愛媛県公安委員会規則第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この規則は、平成２６年６月１日から施行する。

�愛媛県公安委員会訓令第２号
愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令を次のように定める。

改 正 後 改 正 前

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

別表（第２条関係）

１ 愛媛県公安委員会印

項 ひな形 書体

寸法

（ミリメー

トル）
管理責任者 用途 項 ひな形 書体

寸法

（ミリメー

トル）
管理責任者 用途

縦 横 縦 横

１～

４

省略

１～

４

省略

５

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

かい

書
４．５ ４．５

運転免許課

長

警 察 署 長

（松山東警

察署長、松

山西警察署

長、松山南

警察署長及

び伊予警察

署 長 を 除

く。）

１ 省略

５

員 公 愛

会 安 媛

印 委 県

かい

書
４．５ ４．５

運転免許課

長

新居浜警察

署長

今治警察署

長

八幡浜警察

署長

宇和島警察

署長

１ 省略

６～

８

省略

６～

８

省略

９

公 安

愛 媛 県

委員会

かい

書
１８ ２８

生活安全企

画課長

交通指導課

長

運転免許課

長

警察署長

１～１１

省略

１２ 取消

処分者

講習終

了証明

書作成

プレス

用

１３ 省略

９

公 安

愛 媛 県

委員会

かい

書
１８ ２８

生活安全企

画課長

交通指導課

長

運転免許課

長

警察署長

１～１１

省略

１２ 取消

処分者

講習終

了証書

作成

プレス

用

１３ 省略

１０・

１１

省略

１０・

１１

省略

注 省略

２ 省略

注 省略

２ 省略
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平成２６年５月３０日

愛媛県公安委員会委員長 山 本 泰 正

愛媛県公安委員会事務専決規程の一部を改正する訓令

愛媛県公安委員会事務専決規程（昭和３７年愛媛県公安委員会訓令第１号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

改 正 後 改 正 前

別表１（第２条関係）

本部長の専決事項

別表１（第２条関係）

本部長の専決事項

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

道路交通法

（昭和３５年

法律第１０５

号）

１～８ 省略

９ 第７５条第５項（第７５条の２第３項において準用

する場合を含む。）及び第１０４条の２第２項（第１０４

条の２の３第７項及び第１０７条の５第４項におい

て準用する場合を含む。）の規定による聴聞の期日

等の通知及び公示

１０～１２ 省略

１３ 第１０４条の２の３第１項の規定による免許の効

力の停止及びその解除

１４ 第１０４条の２の３第２項の規定による弁明の機

会の付与

１５ 第１０４条の２の３第３項の規定による臨時適性

検査を受けない者に係る免許の効力の停止

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

道路交通法

（昭和３５年

法律第１０５

号）

１～８ 省略

９ 第７５条第５項（第７５条の２第３項において準用

する場合を含む。）及び第１０４条の２第２項（第１０４

条の２の３第５項及び第１０７条の５第４項におい

て準用する場合を含む。）の規定による聴聞の期日

等の通知及び公示

１０～１２ 省略

１３ 第１０４条の２の３第１項の規定による臨時適性

検査を受けない者に係る免許の効力の停止

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

省略 省略

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 運転免許課長

別表２（第３条関係）

部課長の専決事項

１ 省略

２ 課長専決事項

�～� 省略

� 運転免許課長

法令 専決事項 法令 専決事項

道路交通法 １ 第８９条第１項の規定による運転免許申請書及び

質問票の受理並びに運転免許試験の実施

２ 第８９条第２項の規定による質問票の交付

道路交通法 １ 第８９条第１項の規定による運転免許申請書の受

理及び 運転免許試験の実施
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３ 第８９条第３項の規定による検査の実施及び検査

合格証明書の交付

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 第１０１条第１項の規定による運転免許証更新申

請書及び質問票の受理

３１ 省略

３２ 第１０１条第４項の規定による質問票の交付

３３ 第１０１条第５項の規定による適性検査の実施

３４ 第１０１条第６項及び第１０１条の２第４項の規定に

よる運転免許証の更新

３５ 第１０１条の２第１項の規定による更新期間前に

おける運転免許証更新申請及び質問票の受理

３６ 第１０１条の２第２項の規定による質問票の交付

３７ 第１０１条の２第３項の規定による適性検査の実

施

３８ 省略

３９ 省略

４０ 省略

４１ 省略

４２ 省略

４３ 省略

４４ 省略

４５ 第１０１条の５の規定による免許を受けた者に対

する報告要求

４６ 第１０１条の６第１項の規定による医師からの届

出の受理

４７ 第１０１条の６第２項の規定による医師からの確

認に対する回答

２ 第８９条第２項の規定による検査の実施及び検査

合格証明書の交付

３ 省略

４ 省略

５ 省略

６ 省略

７ 省略

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 省略

１６ 省略

１７ 省略

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 第１０１条第１項の規定による運転免許証更新申

請書 の受理

３０ 省略

３１ 第１０１条第４項の規定による適性検査の実施

３２ 第１０１条第５項及び第１０１条の２第３項の規定に

よる運転免許証の更新

３３ 第１０１条の２第１項の規定による更新期間前に

おける運転免許証更新申請 の受理

３４ 第１０１条の２第２項の規定による適性検査の実

施

３５ 省略

３６ 省略

３７ 省略

３８ 省略

３９ 省略

４０ 省略

４１ 省略
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４８ 第１０１条の６第４項の規定による届出内容の他

の公安委員会への通知

４９ 省略

５０ 省略

５１ 省略

５２ 省略

５３ 省略

５４ 省略

５５ 省略

５６ 省略

５７ 省略

５８ 省略

５９ 省略

６０ 第１０４条の２の３第５項において準用する第１０３

条第３項の規定による他の公安委員会への処分移

送通知書の送付及び処分移送通知書の受理

６１ 第１０４条の２の３第５項において準用する第１０３

条第９項の規定による他の公安委員会への処分の

通知及び処分の通知の受理

６２ 第１０４条の２の３第８項の規定による処分移送

通知書の送付及び受理

６３ 省略

６４ 省略

６５ 省略

６６ 省略

６７ 省略

６８ 省略

６９ 省略

７０ 省略

７１ 省略

７２ 省略

７３ 省略

７４ 省略

７５ 第１０７条の３の２の規定による国際運転免許証

等を所持する者に対する報告要求

７６ 省略

７７ 省略

７８ 省略

７９ 省略

８０ 省略

８１ 省略

８２ 省略

８３ 省略

８４ 省略

８５ 省略

８６ 省略

８７ 省略

８８ 省略

８９ 省略

４２ 省略

４３ 省略

４４ 省略

４５ 省略

４６ 省略

４７ 省略

４８ 省略

４９ 省略

５０ 省略

５１ 省略

５２ 省略

５３ 第１０４条の２の３第３項において準用する第１０３

条第３項の規定による他の公安委員会への処分移

送通知書の送付及び処分移送通知書の受理

５４ 第１０４条の２の３第３項において準用する第１０３

条第９項の規定による他の公安委員会への処分の

通知及び処分の通知の受理

５５ 第１０４条の２の３第６項の規定による処分移送

通知書の送付及び受理

５６ 省略

５７ 省略

５８ 省略

５９ 省略

６０ 省略

６１ 省略

６２ 省略

６３ 省略

６４ 省略

６５ 省略

６６ 省略

６７ 省略

６８ 省略

６９ 省略

７０ 省略

７１ 省略

７２ 省略

７３ 省略

７４ 省略

７５ 省略

７６ 省略

７７ 省略

７８ 省略

７９ 省略

８０ 省略

８１ 省略

省略 省略

道路交通法

施行規則

１ 第１８条の２の３第２項の規定による技能検査申

請書の受理

２～２３ 省略

道路交通法

施行規則

１ 第１８条の２の２第２項の規定による技能検査申

請書の受理

２～２３ 省略
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省略 省略

取消処分者

講習の実施

に関する規

則（平成１５

年愛媛県公

安委員会規

則第９号）

１～３ 省略

４ 第７条の規定による取消処分者講習終了証明書

の交付

５ 第８条の規定による取消処分者講習終了証明書

再交付申出書の受理

取消処分者

講習の実施

に関する規

則（平成１５

年愛媛県公

安委員会規

則第９号）

１～３ 省略

４ 第７条の規定による取消処分者講習終了証書

の交付

５ 第８条の規定による取消処分者講習終了証書再

交付申出書 の受理

省略 省略

� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

� 省略

別表３（第４条関係）

警察署長の専決事項

法令 専決事項 法令 専決事項

省略 省略

道路交通法 １～６ 省略

７ 第８９条第１項の規定による運転免許申請書及び

質問票の受理並びに原付免許及び小型特殊免許試

験の実施

８ 第８９条第２項の規定による質問票の交付

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 省略

１５ 第１０１条第１項の規定による運転免許証更新申

請書及び質問票の受理

１６ 第１０１条第４項の規定による質問票の交付

１７ 第１０１条第５項の規定による適性検査の実施

１８ 第１０１条第６項及び第１０１条の２第４項の規定に

よる運転免許証の更新

１９ 第１０１条の２第１項及び第３項の規定による更

新期間前における運転免許証更新申請及び質問票

の受理並びに適性検査の実施

２０ 第１０１条の２第２項の規定による質問票の交付

２１ 省略

２２ 第１０１条の５の規定による免許を受けた者に対

する報告要求

２３ 第１０１条の６第１項の規定による医師からの届

出の受理

２４ 第１０１条の６第２項の規定による医師からの確

認に対する回答

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 省略

３４ 第１０７条の３の２の規定による国際運転免許証

等を所持する者に対する報告徴収

道路交通法 １～６ 省略

７ 第８９条第１項の規定による運転免許申請書

の受理並びに原付免許及び小型特殊免許試

験の実施

８ 省略

９ 省略

１０ 省略

１１ 省略

１２ 省略

１３ 省略

１４ 第１０１条第１項の規定による運転免許証更新申

請書 の受理

１５ 第１０１条第４項の規定による適性検査の実施

１６ 第１０１条第５項及び第１０１条の２第３項の規定に

よる運転免許証の更新

１７ 第１０１条の２第１項及び第２項の規定による更

新期間前における運転免許証更新申請の受理及び

適性検査の実施

１８ 省略

１９ 省略

２０ 省略

２１ 省略

２２ 省略

２３ 省略

２４ 省略

２５ 省略

２６ 省略

２７ 省略
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公営企業管理規程

附 則

この訓令は、平成２６年６月１日から施行する。

�愛媛県公営企業管理規程第７号
愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程を次のように定める。

平成２６年５月３０日

愛媛県公営企業管理者 俊 野 健 治

愛媛県企業職員就業規程の一部を改正する管理規程

愛媛県企業職員就業規程（昭和４６年愛媛県公営企業管理規程第３号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

３５ 省略

３６ 省略

３７ 省略

３８ 省略

３９ 省略

４０ 省略

４１ 省略

２８ 省略

２９ 省略

３０ 省略

３１ 省略

３２ 省略

３３ 省略

３４ 省略

省略 省略

改 正 後 改 正 前

（勤務時間）

第４条 省略

２～５ 省略

６ 所属長は、勤務日に割り振られた勤務時間外に勤務することを

命ずる必要がある職員について、職員の業務の状況等を考慮して

当該職員の勤務時間の割振りを変更することが当該職員の健康の

保持及び公務の能率の向上に資すると認める場合には、別に定め

るところにより、当該勤務日の勤務時間の割振りを変更すること

ができる。

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第５条の２ 所属長は、３歳に満たない子のある職員が、当該子を

養育するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除

き、正規の勤務時間（第４条に規定する勤務時間をいう。以下同

じ。）外の勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく

臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。

２～４ 省略

（休憩時間）

第８条 休憩時間は、午後零時から午後１時までとする。ただし、

第４条第２項ただし書に規定する職員及び同条第６項の規定によ

り勤務時間の割振りを変更された職員の休憩時間については、別

に定めるところによる。

（休日）

第１１条 省略

２ 職員は、前項に規定する休日（以下「休日」という。）には、

正規の勤務時間

においても勤務することを要しない。

（勤務時間）

第４条 省略

２～５ 省略

（正規の勤務時間外勤務、深夜勤務及び時間外勤務の制限）

第５条の２ 所属長は、３歳に満たない子のある職員が、当該子を

養育するために請求した場合には、当該請求をした職員の業務を

処理するための措置を講ずることが著しく困難である場合を除

き、正規の勤務時間（第４条に規定する勤務時間をいう。以下同

じ。）外の勤務（災害その他避けることのできない事由に基づく

臨時の勤務を除く。）をさせてはならない。

２～４ 省略

（休憩時間）

第８条 休憩時間は、午後零時から午後１時までとする。

（休日）

第１１条 省略

２ 職員は、前項に規定する休日（以下「休日」という。）には、

正規の勤務時間（第４条に規定する勤務時間をいう。以下同

じ。）においても勤務することを要しない。
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雑 報

�公 告

事後調査報告書について

愛媛県環境影響評価条例（平成１１年愛媛県条例第１号）第３６条の

規定により、次の対象事業について事後調査報告書を作成したので、

同条例第３８条の規定により、次のとおり公告する。

平成２６年５月３０日

オオノ開發株式会社

代表取締役 大 野 照 旺

１ 事業者の名称、代表者の氏名及び主たる事務所の所在地

� 事業者の名称 オオノ開發株式会社

� 代表者の氏名 代表取締役 大野 照旺

� 主たる事務所の所在地 松山市北梅本町甲１８４番地

２ 対象事業の名称、種類及び規模

� 名称 オオノ開發株式会社東温処分場廃棄物焼却施設整備事

業

� 種類 産業廃棄物焼却施設の設置の事業

ごみ焼却施設の設置の事業

� 規模 １日当たりの処理能力 １２０トン ２基

３ 対象事業の実施区域

愛媛県東温市河之内北引岩乙８２５－３外

（オオノ開發株式会社 東温処分場内）

４ 関係地域の範囲

愛媛県西条市及び東温市

５ 環境影響評価事後調査報告書の縦覧の場所、期間及び時間

� 縦覧場所 愛媛県庁、西条市役所、西条市役所丹原総合支所、

東温市役所、オオノ開發株式会社 本社事務所

� 縦覧期間 平成２６年５月３０日から平成２６年６月３０日まで（土、

日、祝祭日を除く。）

� 縦覧時間 ９時から１７時まで

この管理規程は、公布の日から施行する。

平成２６年５月３０日 発行
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